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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。なお、平成22年12月期の業績における１株当たり当期純利益は、当
該株式分割を考慮しておりません。 

(2) 連結財政状態 

平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。なお、平成22年12月期の業績における１株当たり純資産は、当該株
式分割を考慮しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 58,695 △7.7 2,855 △43.2 2,506 △46.6 1,890 △33.5

22年12月期 63,584 △3.1 5,026 36.4 4,697 27.3 2,843 144.9

（注）包括利益 23年12月期 1,704百万円 （△31.8％） 22年12月期 2,498百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 65.86 ― 5.6 4.7 4.9
22年12月期 9,907.82 ― 8.7 8.5 7.9

（参考） 持分法投資損益 23年12月期  △24百万円 22年12月期  △4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 52,479 35,215 64.8 1,184.37
22年12月期 53,152 35,017 63.0 116,717.00

（参考） 自己資本   23年12月期  33,991百万円 22年12月期  33,497百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 1,123 △1,752 △745 1,727
22年12月期 6,503 △1,795 △7,184 2,981

2.  配当の状況 

平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。平成23年12月期の期末配当及び年間配当は、当該株式分割を考慮
しており、分割実施前におきましては、期末配当は１株当たり2,000円、年間配当は１株当たり4,000円の配当に相当いたします。なお、平成22年12月期の配当及
び平成23年12月期の中間配当は、当該株式分割を考慮しておりません。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00 1,148 40.4 3.5
23年12月期 ― 2,000.00 ― 20.00 2,020.00 1,148 60.7 3.4

24年12月期(予想) ― 20.00 ― 20.00 40.00 45.9

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 33,000 16.1 2,600 187.3 2,600 166.0 1,600 165.7 55.75
通期 64,000 9.0 4,500 57.6 4,500 79.5 2,500 32.3 87.11



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料Ｐ16「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 29,000,000 株 22年12月期 290,000 株

② 期末自己株式数 23年12月期 300,000 株 22年12月期 3,000 株

③ 期中平均株式数 23年12月期 28,700,000 株 22年12月期 287,000 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。なお、平成22年12月期の業績における１株当たり当期純利益は、当
該株式分割を考慮しておりません。 

(2) 個別財政状態 

平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。なお、平成22年12月期の業績における１株当たり純資産は、当該株
式分割を考慮しておりません。 
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 37,660 △9.4 2,517 △23.3 2,708 △30.2 1,802 △29.1

22年12月期 41,578 8.2 3,282 △25.5 3,879 △20.9 2,544 △6.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 62.82 ―

22年12月期 8,864.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 53,332 33,849 63.5 1,179.42
22年12月期 53,344 33,157 62.2 115,530.68

（参考） 自己資本 23年12月期  33,849百万円 22年12月期  33,157百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・上記の業績予想は、本資料の発表日段階において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と大きく異
なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、Ｐ３をご覧ください。 
・当社は平成23年７月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①業績全般の概況 

当連結会計年度（平成23年１月１日～12月31日）におけるわが国経済は、東日本大震災の影響によって経済活動

や個人消費が一時的に大きく落ち込みました。その後持ち直しの動きが見られたものの、原子力発電所事故に起因す

る電力供給の制約や欧州の債務問題、円高の長期化等により、景気の先行きは不透明な状況で推移しました。 

一方世界経済は、新興国が牽引し緩やかな成長が続きましたが、期後半は欧州債務危機の影響が世界経済に波及

し、景気回復が鈍化しました。  

当社グループを取り巻く環境は、国内では東日本大震災の影響で消費が一時的に大きく低迷したことに加え、１

～２月の寒波・降雪の影響もあり、ゴルフ場入場者数、ゴルフ・テニス用品市場ともに前年を下回りました。海外で

は、東南アジアや中国で市場の拡大が続いたものの、韓国や欧州では消費マインドが減退傾向となり、総じて厳しい

状況で推移しました。 

このような環境のなか当社グループは、優れた性能を誇るゴルフ用品やテニス用品を開発し、「ダンロップ」

「ゼクシオ」「スリクソン」「クリーブランドゴルフ」など、知名度の高い複数のブランドを地域や商品に応じて展

開しました。 

また、ゴルフでは石川遼プロ(※)や横峯さくらプロ、米国ツアーで活躍するキーガン・ブラドリープロ、テニスで

は土居美咲プロなど、世界各国のトップレベルのプレーヤーと用品の使用契約を結ぶことで、ブランド価値の向上に

努めました。 

さらに、グループ全体での生産コスト削減に加え、経費の効率的な使用を徹底し、企業体質の強化に取り組みま

した。 

しかしながら、国内では東日本大震災や自粛ムードに伴う消費マインドの落ち込み、米国では当社が強みを持つ

ウエッジクラブの需要が平成22年１月のルール改正の反動で縮小したことなどの影響を受けることとなりました。 

 以上の結果、当連結会計年度における売上高は 百万円（前期比92.3％）、経常利益は 百万円（前期比

53.4％）、当期純利益は 百万円（前期比66.5％）となりました。 

 また、個別業績については、売上高は 百万円（前期比90.6％）、経常利益は 百万円（前期比

69.8％）、当期純利益は 百万円（前期比70.9％）となりました。 

 ※：ゴルフボールの使用契約 

    

 ②セグメント別の概況 

  1）スポーツ用品事業 

国内のゴルフ用品市場においては、ゴルフクラブで主力の「ゼクシオ(６代目)」が堅調に推移しました。また

「ゼクシオフォージド」や「クリーブランドゴルフ ランチャー」シリーズなどの新商品を投入し、ラインアップ

の充実を図りました。12月には７代目となる「ゼクシオセブン」を発売し、計画を上回る販売量となるなど、好

調なスタートをきりました。ゴルフボールでも、石川遼プロが使用する「スリクソン Z-STAR」シリーズの新商品

を２月に、「ゼクシオ スーパーXDプラス」を３月に投入し拡販に努めました。 

欧米市場においては「クリーブランドゴルフ」のゴルフクラブや「スリクソン」ゴルフボールの新商品を投入

しました。特にゴルフボールにおいては、クリーブランド社による積極的な販売活動の効果もあり、世界最大の

米国市場でシェアを伸ばすことができ、存在感が高まりました。アジアでは世界第３位の市場規模の韓国に合弁

で販売会社を設立し、「ゼクシオ」ゴルフクラブなどの拡販に注力しました。 

テニス用品では、硬式ラケットで「スリクソン」のラインアップを充実させるとともに、ダンロップの「ネオ

マックス」シリーズを新たに投入しました。また輸入販売するバボラ「ピュアドライブ」の拡販に努めました。 

しかしながら、東日本大震災の影響により国内市場全体が縮小したことが大きく影響し、ゴルフ用品、テニス

用品ともに売上高は前年を下回りました。 

 以上の結果、ライセンス収入を加えたスポーツ用品事業の当連結会計年度の売上高は53,483百万円（前期比

91.9％）となりました。 

   

  2）サービス・ゴルフ場運営事業 

ゴルフトーナメント運営では、東日本大震災などの影響によるトーナメントの開催中止があったことや、スポ

ンサー企業の経費削減に伴う開催規模の縮小などが影響し、売上高は前年を下回りました。 

ゴルフスクール運営は、積極的な生徒募集の取り組みなどにより前年並みの売上高を確保しましたが、ゴルフ

場運営は東日本大震災によるプレーの自粛や１～２月の寒波・降雪の影響により売上高は前年を下回りました。 

 以上の結果、サービス・ゴルフ場運営事業の当連結会計年度の売上高は5,211百万円（前期比97.3％）となりま

した。 

１．経営成績

58,695 2,506

1,890

37,660 2,708

1,802



 ③次期の見通し 

 次期の市場環境につきましては、世界的に景気の先行きは不透明であり、個人消費も力強い伸びは望みにくい状況

であります。 

 このようななか、当社グループは現地現物の観点で市場ニーズを的確に捉えた商品を提供するとともに、スクール

事業やトーナメント運営など、当社グループの強みを活かすことで、お客様の満足度を高めてまいります。 

 ゴルフ用品では、国内において主力のゴルフクラブ「ゼクシオセブン」の勢いを継続させるとともに、「スリクソ

ン」「ゼクシオ」のゴルフボールの拡販に注力いたします。欧米においては「クリーブランドゴルフ」のゴルフクラ

ブと「スリクソン」のゴルフボールを、市場の伸びが期待できるアジアにおいては、日本と同様に「ゼクシオセブ

ン」の拡販に注力し、各市場でのシェアアップに取り組んでまいります。 

またテニス用品では、「ダンロップ」「スリクソン」「バボラ」の各ブランドでテニスラケットの新商品を投入

することで、幅広い層のテニスプレーヤーに対応してまいります。 

これらの取り組みにより、次期の業績につきましては、下記のとおり見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①財政状態 

 当連結会計年度末における総資産は 百万円となりました。流動資産において売上債権が増加しましたが、有

形及び無形固定資産が償却等により減少した結果、総資産は前連結会計年度末と比較して672百万円の減少となりま

した。 

 負債は 百万円となりました。流動負債において支払手形及び買掛金が減少した結果、負債合計は前連結会計

年度末と比較して869百万円の減少となりました。 

 純資産は 百万円となりました。円高の影響により為替換算調整勘定が減少しましたが、利益剰余金が増加し

た結果、純資産は前連結会計年度末と比較して197百万円の増加となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は64.8％となり、前連結会計年度末から1.8ポイント増加しました。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、 百万円と前連結会計年度末と比較して1,253百万円減少し

ました。各活動によるキャッシュ・フローの内容は以下のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは 百万円の収入となりました（前連結会計年

度は6,503百万円の収入）。主な収入は税金等調整前当期純利益2,162百万円、主な支出は法人税等の支払額1,035

百万円等であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となりました（前連結会計年

度は1,795百万円の支出）。これは主に有形固定資産の取得による支出1,234百万円、関係会社株式の取得による支

出448百万円等であります。 

 

連 結

第2四半期
連結累計期間 (前年同期比) 通期 (前期比) 

   百万円 ％   百万円 ％ 

売上高  33,000  (116.1)  64,000  (109.0)

営業利益  2,600  (287.3)  4,500  (157.6)

経常利益  2,600  (266.0)  4,500  (179.5)

当期純利益  1,600  (265.7)  2,500  (132.3)

52,479

17,264

35,215

1,727

1,123

1,752



 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは745百万円の支出となりました（前連結会計年度

は7,184百万円の支出）。主な収入は短期借入金の増加額2,032百万円、主な支出は長期借入金の返済による支出

1,600百万円および配当金の支払額1,148百万円であります。 

  

 ③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（算出方法） 

・自己資本比率            ：自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  （注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。 

 ３ 有利子負債は、連結貸借対照表に記載されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象として

おります。 

 ４ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主への利益還元を重要課題の一つと認識し、業績の見通し、配当性向、内部留保の水準等を総合的に判

断しながら、長期にわたり安定して株主に報いることを基本方針としており、継続的に株主に利益還元していく所存

であります。 

 また当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 内部留保につきましては、海外事業展開のさらなる強化や研究開発活動の充実等に有効に活用していくことによ

り、企業体質の一層の強化に繋げていく所存であります。 

 なお、当期の配当につきましては、１株あたり40円（うち中間配当20円）を予定しております。 

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期

自己資本比率(％）  56.0  63.0  64.8

時価ベースの自己資本比率(％）  43.8  48.5  45.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年）  2.3  0.5  3.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ  21.6  84.1  13.7



  

 
（注）１．社名に※印を付している会社は、持分法適用の子会社または関連会社であります。 

   ２．㈱ダンロップスポーツと㈱ダンロップスポーツ北海道は平成24年１月１日付で合併しております。 

   ３．Changshu Srixon Sports Co., Ltd.及びSrixon Sports Hong Kong Co., Ltd.は、重要性が増したため当連結

会計年度より連結の範囲に含めております。 

   ４．Srixon Sports Korea Ltd.は、平成23年１月に設立し、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「卓越した技術力で、お客様のスポーツライフをもっと豊かに。」という企業理念に基づき、お

客様が楽しく爽快にプレーしていただくための商品やサービスを、ゴルフ、テニスを中心に提供しております。 

 また、「つねにブランド価値を追求し、グローバルに信頼される企業集団であり続ける。」を経営ビジョンとし、

世界トップクラスの技術力と、有数のブランド力でグローバルに発展する企業グループを目指しております。 

事業を行うにあたっては、誠実・実直に取り組むとともに、常に現地現物の見地に立って行動し、全てのステー

クホルダーから信頼される企業グループであり続けることを常に意識してまいります。 

 さらに、企業の社会的責任にとして、コーポレート・ガバナンス体制の強化とコンプライアンスの徹底を図ってま

いります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、グループの強みを最大限に活かしてグローバル化を進め、「売上高1,000億円以上」、「売上高

経常利益率10％以上」を中長期的目標として掲げております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループをとりまくグローバル化の波は一層激しさを増しており、その中で勝ち残るには、市場規模の大きい

米国や成長市場であるアジアなどへの海外展開を推し進める必要があります。 

 その核となるのが「ものづくりの力」です。80年以上にわたりゴルフ・テニス用品の製造を行ってきた歴史の中で

育まれた技術や経験、さらにスーパーコンピューターを駆使したデジタルシミュレーション技術によって、明確に差

別化された魅力的な高機能商品の開発を行ってまいります。 

 また商品の機能や品質はもとより、あらゆる企業活動がブランドの価値につながることを常に意識し、企業活動に

取り組んでまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題  

当社グループを取り巻く環境は、国内においてゴルフ・テニス用品市場の縮小傾向が続いていることに加え、海

外でも先行きが不透明な中で激しい競争が続いており、今後も厳しい状況が予想されます。 

 そのような中、当社グループは成長軌道を確実なものとし、ゴルフを中心としたグローバルなスポーツ用品企業と

しての地位を確立するため、下記の取り組みを行ってまいります。 

  

①ブランド価値のさらなる向上 

ゴルフ用品では、当社グループが展開する「ゼクシオ」「スリクソン」「クリーブランドゴルフ」などのブラン

ド価値を一層向上させるため、それぞれの地域特性に合わせたマーケティング活動を推し進め、ユーザーニーズに合

った商品・ブランド戦略を進めてまいります。日本及びアジアにおいては「ゼクシオ」ブランドの強みをさらに強固

なものにするとともに、有力プロが使用することによって「スリクソン」ブランドの認知を上げてまいります。欧米

豪においては販路の拡大に努めること等により、ゴルフボールでは「スリクソン」、ゴルフクラブでは「クリーブラ

ンドゴルフ」ブランドを中心に、各エリアで拡販してまいります。 

 国内販売が中心のテニス用品では、硬式テニスボールでロングセラーモデルの「ダンロップ フォート」に加え

「スリクソン」を展開し、ラケットは「ダンロップ」「スリクソン」「バボラ」の３ブランドで多様なニーズに対応

してまいります。 

  

②グローバルな事業展開の推進 

 当社グループは「グローバルな成長」の実現なくしては、将来にわたる発展はないと考えており、海外事業展開の

スピードをあげ、世界のゴルフ用品市場で存在感のある企業となることを目指してまいります。その際の基本的な事

業方針は、当社グループが長年にわたって培ってきた卓越した技術力を活かし、世界最大の米国市場での拡販に努め

るとともに、中国や東南アジアなどの成長市場においてブランドの浸透に努め、売上の拡大を図ってまいります。 

  

③商品の企画・開発力強化 

 多様化するお客様のニーズに対応するため、様々な観点から商品の企画力と技術開発力のさらなる強化に取り組ん

でまいります。 

  

(ア) 商品マーケティング力の強化  

地域ごとに異なるユーザーニーズを先取りし、信頼される商品を市場に提供するために、お客様の嗜好、購買に

繋がる要素、今後のトレンド等をいち早く、正確に捉えて、商品開発を行ってまいります。 

３．経営方針



(イ) 基盤技術としての材料開発力強化 

 高性能な新規商品の開発のため、自社研究を中心に、素材メーカーや大学等の研究機関との共同研究も含め、材料

開発をより一層推進してまいります。 

(ウ) 新たな構造設計への取り組み強化 

 コンピューターシミュレーションの解析領域を、飛行中のゴルフボールの空力やクラブシャフトのしなり、また打

球音や振りやすさにまで広げることで、より高い性能と心地よいフィーリングを兼ね備えたゴルフクラブやゴルフボ

ール等の構造設計に取り組んでまいります。 

   

④顧客との関係強化と市場活性化 

 当社グループは、商品を通じて顧客と緊密な関係を構築することが、最も重要であると考えております。 

 そのため当社グループでは、販売店で打撃時のデータ計測を行うことができるクラブ診断機の設置や、専門知識を

持ったクラブドクターによるゴルフクラブ選びのアドバイスなどのサービスを充実させていくことにより、顧客との

接点を増やし、さらなる関係強化を図ってまいります。 

 また、ゴルフ市場活性化委員会やテニス活性化委員会に参画するなど、市場全体の活性化に業界団体と連携しなが

ら、積極的に取り組んでまいります。 

  

⑤強固な収益基盤の確立とコーポレート・ガバナンスの強化 

 関係会社も含めた当社グループ全体で経営体制の効率化を進めるとともに、継続的な原価低減活動を行い、原材料

価格や為替の変動に左右されにくい安定した収益基盤の確立を目指してまいります。 

 また、企業の社会的責任として、コーポレート・ガバナンスの強化にも継続して努めてまいります。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,837 2,408

受取手形及び売掛金 12,950 13,930

商品及び製品 5,903 6,097

仕掛品 313 382

原材料及び貯蔵品 2,162 2,335

繰延税金資産 1,518 2,066

その他 706 1,173

貸倒引当金 △349 △301

流動資産合計 27,042 28,093

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,670 7,485

減価償却累計額 △5,198 △5,196

建物及び構築物（純額） 2,471 2,289

機械装置及び運搬具 10,371 10,440

減価償却累計額 △8,708 △8,890

機械装置及び運搬具（純額） 1,662 1,549

工具、器具及び備品 4,953 5,021

減価償却累計額 △4,276 △4,406

工具、器具及び備品（純額） 676 615

土地 3,142 3,063

リース資産 574 674

減価償却累計額 △66 △125

リース資産（純額） 507 549

建設仮勘定 124 127

有形固定資産合計 8,586 8,195

無形固定資産   

のれん 6,896 6,561

商標権 2,915 2,273

その他 1,018 786

無形固定資産合計 10,830 9,621

投資その他の資産   

投資有価証券 898 828

長期貸付金 2,942 2,928

繰延税金資産 1,117 1,192

その他 2,259 2,073

貸倒引当金 △525 △453

投資その他の資産合計 6,693 6,568

固定資産合計 26,109 24,386

資産合計 53,152 52,479



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,363 4,603

短期借入金 1,268 3,183

1年内返済予定の長期借入金 1,600 －

リース債務 62 73

未払金 3,353 3,096

未払法人税等 706 656

繰延税金負債 － 1

賞与引当金 258 267

売上値引引当金 252 403

その他 1,949 1,727

流動負債合計 14,814 14,014

固定負債   

リース債務 502 483

繰延税金負債 8 －

退職給付引当金 1,694 1,513

役員退職慰労引当金 177 76

負ののれん 38 28

その他 899 1,148

固定負債合計 3,320 3,250

負債合計 18,134 17,264

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金 9,207 9,207

利益剰余金 15,773 16,505

自己株式 △216 △216

株主資本合計 33,971 34,704

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5 △28

繰延ヘッジ損益 △78 △24

為替換算調整勘定 △390 △659

その他の包括利益累計額合計 △474 △712

少数株主持分 1,519 1,223

純資産合計 35,017 35,215

負債純資産合計 53,152 52,479



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 63,584 58,695

売上原価 30,889 28,873

売上総利益 32,695 29,821

販売費及び一般管理費   

販売奨励金・販売手数料 885 850

広告費・拡販対策費 8,524 8,125

物流費 2,520 2,473

貸倒引当金繰入額 229 105

人件費 8,447 8,417

賞与引当金繰入額 180 174

退職給付費用 299 284

その他 6,581 6,533

販売費及び一般管理費合計 27,668 26,965

営業利益 5,026 2,855

営業外収益   

受取利息 31 32

受取配当金 3 4

雑品売却益 63 －

諸権利使用料 24 40

貸倒引当金戻入額 － 60

その他 159 157

営業外収益合計 281 297

営業外費用   

支払利息 69 76

持分法による投資損失 4 24

為替差損 327 449

その他 209 96

営業外費用合計 610 646

経常利益 4,697 2,506

特別利益   

貸倒引当金戻入額 164 －

過年度長期前払費用償却戻入額 － 53

適格退職年金終了益 － 102

特別利益合計 164 156

特別損失   

固定資産除売却損 31 63

減損損失 4 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 53

災害による損失 － 192

アドバイザリー費用 － 170

特別損失合計 35 500

税金等調整前当期純利益 4,825 2,162

法人税、住民税及び事業税 2,206 802

法人税等調整額 △250 △582

法人税等合計 1,956 219

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,943

少数株主利益 26 52

当期純利益 2,843 1,890



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,943

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △23

繰延ヘッジ損益 － 54

為替換算調整勘定 － △263

持分法適用会社に対する持分相当額 － △4

その他の包括利益合計 － ※1  △238

包括利益 － ※2  1,704

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 1,685

少数株主に係る包括利益 － 19



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

資本剰余金   

前期末残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

利益剰余金   

前期末残高 14,077 15,773

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

当期純利益 2,843 1,890

連結範囲の変動 － △10

当期変動額合計 1,695 732

当期末残高 15,773 16,505

自己株式   

前期末残高 △216 △216

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △216 △216

株主資本合計   

前期末残高 32,276 33,971

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

当期純利益 2,843 1,890

連結範囲の変動 － △10

当期変動額合計 1,695 732

当期末残高 33,971 34,704



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △6 △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 △23

当期変動額合計 1 △23

当期末残高 △5 △28

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 141 △78

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △219 54

当期変動額合計 △219 54

当期末残高 △78 △24

為替換算調整勘定   

前期末残高 △237 △390

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △152 △269

当期変動額合計 △152 △269

当期末残高 △390 △659

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △103 △474

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △371 △238

当期変動額合計 △371 △238

当期末残高 △474 △712

少数株主持分   

前期末残高 1,512 1,519

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △295

当期変動額合計 7 △295

当期末残高 1,519 1,223

純資産合計   

前期末残高 33,685 35,017

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

当期純利益 2,843 1,890

連結範囲の変動 － △10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △363 △534

当期変動額合計 1,332 197

当期末残高 35,017 35,215



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,825 2,162

減価償却費 2,342 2,432

減損損失 4 19

固定資産除売却損益（△は益） 31 60

のれん償却額 596 653

持分法による投資損益（△は益） 4 24

貸倒引当金の増減額（△は減少） △140 △20

売上値引引当金の増減額（△は減少） △23 161

退職給付引当金の増減額（△は減少） △150 △179

前払年金費用の増減額（△は増加） 199 55

受取利息及び受取配当金 △34 △37

支払利息 69 76

売上債権の増減額（△は増加） 835 △1,197

たな卸資産の増減額（△は増加） △653 △844

仕入債務の増減額（△は減少） 677 △670

未収入金の増減額（△は増加） △31 △383

未払金の増減額（△は減少） 720 △289

その他 △7 160

小計 9,266 2,184

利息及び配当金の受取額 52 55

利息の支払額 △77 △81

法人税等の支払額 △2,737 △1,035

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,503 1,123

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △808 △734

定期預金の払戻による収入 608 908

有形固定資産の取得による支出 △1,180 △1,234

有形固定資産の売却による収入 15 102

無形固定資産の取得による支出 △301 △255

短期貸付金の純増減額（△は増加） 0 37

長期貸付けによる支出 △23 △30

長期貸付金の回収による収入 55 25

投資有価証券の取得による支出 △4 △135

関係会社株式の取得による支出 △364 △448

その他 206 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,795 △1,752



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,978 2,032

長期借入金の返済による支出 △2,000 △1,600

少数株主からの払込みによる収入 － 73

配当金の支払額 △1,148 △1,148

少数株主への配当金の支払額 △11 △6

その他 △46 △96

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,184 △745

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,524 △1,415

現金及び現金同等物の期首残高 5,505 2,981

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 162

現金及び現金同等物の期末残高 2,981 1,727



 該当事項はありません。  

   

１.連結の範囲に関する事項 

  

２.持分法の適用に関する事項  

  

１. 連結の範囲に関する事項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

  Changshu Srixon Sports Co.,Ltd.及びSrixon Sports Hong Kong Co.,Ltd.は、その重要性が増したため、当連

結会計年度より、連結の範囲に含めております。 

 Srixon Sports Korea Ltd.は平成23年１月に設立したことにより、当連結会計年度より、連結の範囲に含めて

おります。 

  

(2)変更後の連結子会社の数 

 18社  

  

２. 会計処理基準に関する事項の変更 

(1)「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 なお、これにより営業利益は５百万円減少、経常利益は10百万円減少、税金等調整前当期純利益は66百万円減

少しております。  

  

(2)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持

分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用しており

ます。 

  これに伴う経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。  

  

（連結損益計算書） 

１.当連結会計年度より「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府

令第５号）「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

  

２.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「雑品売却益」（当連結会計年度は３百万円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1）連結子会社の数   18社 主要会社名 … ㈱ダンロップスポーツ、㈱ダンロップスポーツ

中部、㈱ダンロップゴルフクラブ、Roger 

Cleveland Golf Company, Inc. 

2）連結範囲の異動状況   連結（新規）３社、連結（除外）－社  

1）持分法適用の非連結子会社数  ２社 会社名 ……… ㈱ワコーテニス、㈱ハイマックス  

2）持分法適用の関連会社数  ３社 会社名 ……… 柏泉グリーン開発㈱、長維工業股份有限公司、

長維BVI工業股份有限公司  

3）持分法の範囲の異動状況   持分法（新規）－社、持分法（除外）－社  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(8）表示方法の変更



「包括利益の表示に関する会計基準」の適用 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる注記は開示を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

(9）追加情報

(10）連結財務諸表作成に関する注記事項

（開示の省略）

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円2,477

少数株主に係る包括利益  21

計  2,498

その他有価証券評価差額金 百万円1

繰延ヘッジ損益  △219

為替換算調整勘定  △142

持分法適用会社に対する持分相当額  △10

計  △371



  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注） １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1）スポーツ用品事業……ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、テニスラケッ

ト、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

(2）その他事業……………ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、ゴルフ場の

運営、他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。また、全ての資産は各

セグメントに配分されているため全社資産はありません。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
スポーツ用品
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1）外部顧客に対する  

売上高 
 58,226  5,357  63,584  －  63,584

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 104  1,071  1,175  (1,175)  －

計  58,330  6,429  64,759  (1,175)  63,584

営業費用  53,422  6,335  59,758  (1,200)  58,558

営業利益  4,908  93  5,001  24  5,026

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
                             

資産  47,305  6,497  53,803  (651)  53,152

減価償却費  2,285  56  2,342  －  2,342

減損損失  4  －  4  －  4

資本的支出  1,855  50  1,906  －  1,906



前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

   北 米…………米国、カナダ 

   その他…………欧州、アジア、オセアニア 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。また、全ての資産は各

セグメントに配分されているため全社資産はありません。   

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北 米…………米国、カナダ 

欧 州…………英国、フランス、ドイツ、スペイン 

その他…………アジア、オセアニア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
 48,479  9,685  5,419  63,584  －  63,584

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 5,941  1,288  1,533  8,763  (8,763)  －

計  54,420  10,974  6,953  72,348  (8,763)  63,584

  営業費用  50,076  10,630  6,855  67,563  (9,005)  58,558

  営業利益  4,343  343  97  4,784  241  5,026

Ⅱ 資産  40,501  11,474  4,801  56,778  (3,626)  53,152

ｃ．海外売上高

  北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  9,653  3,388  5,556  18,597

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    63,584

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 15.2  5.3  8.7  29.2



１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、経営組織の形態と製品及びサービスの特性に基づいて、「ゴルフ用品事業」「テニス用品事

業」及び「サービス・ゴルフ場運営事業」に区分して、各事業単位で包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。 

これらを事業セグメントと認識した上で、経済的特徴が類似した「ゴルフ用品事業」と「テニス用品事業」を

「スポーツ用品事業」として集約しております。 

したがって、当社は「スポーツ用品事業」「サービス・ゴルフ場運営事業」という２つの事業セグメントを報告

セグメントとしております。 

  

各報告セグメントに属する主要な製品 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法  

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。 

  

３．セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）   

  （単位：百万円）  

 (注)１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等が含まれております。 

     セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去等によるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。 

  

（セグメント情報）

事業 主要製品 

スポーツ用品 

ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、 

テニスラケット、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

サービス・ゴルフ場運営 
ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、 

ゴルフ場の運営、他 

  

報告セグメント
調整額  
(注)１ 

連結
損益計算書 
計上額 
(注)２  

 
スポーツ用品 

  

サービス・ 
ゴルフ場運営

計 
  

売上高           

外部顧客への売上高  53,483  5,211  58,695  －  58,695

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 108  1,013  1,122  (1,122)  －

計  53,592  6,225  59,817  (1,122)  58,695

セグメント利益  2,781  53  2,834  21  2,855

セグメント資産  48,266  4,876  53,142  (662)  52,479

その他の項目  

 減価償却費 2,366 65 2,432

 

 － 2,432

 有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
1,476 85 1,561  － 1,561



（追加情報）  

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27日)

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)

を適用しております。  

  

 （注） 算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 １  １株当たり純資産額 

 ２  １株当たり当期純利益 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額               116,717円 00銭                     1,184円 37銭 

１株当たり当期純利益             9,907円 82銭                 65円 86銭 

   潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 当社は、平成23年７月１日付で普通株式

１株を100株とする株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については、以下のとおり

となっております。 

１株当たり純資産額     1,167円 17銭 

１株当たり当期純利益     99円 08銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。    

項目
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  35,017  35,215

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 

 （うち少数株主持分） 

 

(1,519)  

1,519  

(1,223)  

1,223

普通株式に係る純資産額（百万円）  33,497  33,991

期末の普通株式の発行済株式数（株）  290,000  29,000,000

期末の普通株式の自己株式数（株）  3,000  300,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式数（株） 
 287,000  28,700,000

項目
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）  2,843  1,890

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,843  1,890

普通株式の期中平均株式数（株）  287,000  28,700,000



前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．株式交換契約の締結 

 当社と株式会社ダンロップスポーツ中部（以下、「ダンロップスポーツ中部」）は、平成24年２月14日開催の両社

の取締役会において、ダンロップスポーツ中部を当社の完全子会社とするため株式交換を行うことを決議いたしまし

た。 

(1)目的 

 ダンロップスポーツ中部の完全子会社化により、当社グループの連結経営体制を一層強化し、収益力の強化及び企

業価値の向上を図ることを目的としております。 

(2)株式交換の方法 

 当社を株式交換完全親会社、ダンロップスポーツ中部を株式交換完全子会社とする株式交換となります。本株式交

換は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより株主総会の承認を受けず

に行う予定であります。ダンロップスポーツ中部については、平成24年２月29日に開催予定のダンロップスポーツ中

部の株式交換承認株主総会において株式交換契約の承認を受けたうえで行う予定であります。 

(3)株式交換の効力発生日 

 平成24年６月25日（予定） 

(4)株式交換に係る割当ての内容  

 当社は本株式交換に際して本株式交換が効力を生じる時点の直前のダンロップスポーツ中部の株主名簿に記載又は

記録された株主のうち当社を除く株主に対し、当該株主が保有するダンロップスポーツ中部の普通株式数に、以下の

方法により算出される株式交換比率を乗じて得た数の当社の普通株式を割り当てます。 

  

交換比率＝55,363円／当社の普通株式の平均株価  

  

 なお、「当社の普通株式の平均株価」は、平成23年12月１日（同日を含む）から平成24年４月27日（同日を含む）

の当社の普通株式の１株当たりの終値の平均値であります。 

(5)株式交換により交付する株式数等 

 ダンロップスポーツ中部の発行済普通株式40,000株のうち当社が保有する株式26,600株を除く13,400株に対し、交

換比率を乗じて得た数の当社普通株式をもって割り当てます。また、当社は本株式交換に際し、市場より自己株式の

取得を行い、現在保有している自己株式と合わせて、当社が保有する自己株式をもって割り当てるものとします。 

   

２．自己株式の取得 

 当社は、平成24年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される 

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。 

(1) 自己株式取得を行う理由 

 平成24年２月14日開催の取締役会において、ダンロップスポーツ中部を株式交換により完全子会社化することを決

議し、株式交換契約を締結いたしました。この株式交換契約に基づき必要な株式数を調達するため自己株式の取得を

行うものであります。 

(2) 取得に係る事項の内容 

 ①取得対象株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得し得る株式の総数 

  65万株（上限） 

  （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.26％） 

 ③取得価額の総額 

  650百万円(上限) 

 ④取得する期間 

  平成24年２月15日から平成24年６月25日まで 

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,252 842

受取手形 73 82

売掛金 14,775 15,660

商品及び製品 2,987 2,816

仕掛品 149 159

原材料及び貯蔵品 881 760

前払費用 23 65

繰延税金資産 1,049 1,002

短期貸付金 539 862

未収入金 2,259 2,686

その他 25 30

貸倒引当金 △103 △116

流動資産合計 23,912 24,853

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,342 3,373

減価償却累計額 △2,452 △2,531

建物（純額） 889 841

構築物 1,352 1,353

減価償却累計額 △991 △1,018

構築物（純額） 360 334

機械及び装置 8,206 8,152

減価償却累計額 △7,348 △7,405

機械及び装置（純額） 857 746

車両運搬具 121 126

減価償却累計額 △103 △112

車両運搬具（純額） 17 14

工具、器具及び備品 3,855 3,851

減価償却累計額 △3,474 △3,549

工具、器具及び備品（純額） 380 301

土地 1,418 1,418

リース資産 524 556

減価償却累計額 △52 △99

リース資産（純額） 471 457

建設仮勘定 42 45

有形固定資産合計 4,438 4,160

無形固定資産   

特許権 771 566

商標権 4,650 3,817

意匠権 83 29

ソフトウエア 404 373

リース資産 18 13

その他 6 18

無形固定資産合計 5,934 4,818



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 98 203

関係会社株式 15,214 15,737

関係会社長期貸付金 3,847 3,577

従業員に対する長期貸付金 0 0

長期前払費用 149 129

繰延税金資産 395 297

差入保証金 602 587

前払年金費用 375 321

関係会社株式評価引当金 △634 △624

貸倒引当金 △990 △730

投資その他の資産合計 19,058 19,499

固定資産合計 29,432 28,479

資産合計 53,344 53,332

負債の部   

流動負債   

支払手形 485 399

買掛金 6,104 5,888

短期借入金 59 1,000

1年内返済予定の長期借入金 1,600 －

リース債務 47 50

未払金 2,993 2,940

未払費用 377 335

未払法人税等 571 602

預り金 6,761 7,159

賞与引当金 109 105

売上値引引当金 107 91

資産除去債務 － 6

その他 136 44

流動負債合計 19,352 18,623

固定負債   

リース債務 466 403

退職給付引当金 361 369

資産除去債務 － 57

その他 7 29

固定負債合計 835 859

負債合計 20,187 19,483



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金   

資本準備金 9,207 9,207

資本剰余金合計 9,207 9,207

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 6,500 8,500

繰越利益剰余金 8,539 7,194

利益剰余金合計 15,039 15,694

自己株式 △216 △216

株主資本合計 33,237 33,892

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2 △19

繰延ヘッジ損益 △78 △24

評価・換算差額等合計 △80 △43

純資産合計 33,157 33,849

負債純資産合計 53,344 53,332



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 41,578 37,660

売上原価 25,406 23,478

売上総利益 16,171 14,181

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 12,889 11,663

販売費及び一般管理費 12,889 11,663

営業利益 3,282 2,517

営業外収益   

受取利息 41 37

受取配当金 657 426

諸権利使用料 34 71

ソフトウェア使用料 69 76

その他 94 51

営業外収益合計 896 662

営業外費用   

支払利息 40 17

為替差損 240 434

その他 19 19

営業外費用合計 299 471

経常利益 3,879 2,708

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 260

関係会社株式評価引当金戻入額 － 10

特別利益合計 － 270

特別損失   

固定資産除売却損 23 7

減損損失 4 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 28

災害による損失 － 176

アドバイザリー費用 － 170

特別損失合計 27 402

税引前当期純利益 3,851 2,576

法人税、住民税及び事業税 1,572 655

法人税等調整額 △264 117

法人税等合計 1,307 773

当期純利益 2,544 1,802



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 6,500 6,500

当期変動額   

別途積立金の積立 － 2,000

当期変動額合計 － 2,000

当期末残高 6,500 8,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 7,143 8,539

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

別途積立金の積立 － △2,000

当期純利益 2,544 1,802

当期変動額合計 1,396 △1,345

当期末残高 8,539 7,194

利益剰余金合計   

前期末残高 13,643 15,039

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

別途積立金の積立 － －

当期純利益 2,544 1,802

当期変動額合計 1,396 654

当期末残高 15,039 15,694

自己株式   

前期末残高 △216 △216

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △216 △216



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 31,841 33,237

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

当期純利益 2,544 1,802

当期変動額合計 1,396 654

当期末残高 33,237 33,892

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △4 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △16

当期変動額合計 2 △16

当期末残高 △2 △19

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 141 △78

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △219 54

当期変動額合計 △219 54

当期末残高 △78 △24

評価・換算差額等合計   

前期末残高 136 △80

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △217 37

当期変動額合計 △217 37

当期末残高 △80 △43

純資産合計   

前期末残高 31,978 33,157

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,148

当期純利益 2,544 1,802

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △217 37

当期変動額合計 1,178 692

当期末残高 33,157 33,849



  該当事項はありません。  

   

(4）継続企業の前提に関する注記



  

２月14日(火)開催の取締役会で次の通り内定いたしました。 

  

１. 役員の就退任（３月27日(火)付） 

  

  

 (1) 新任  ※（ ）内は現職 

  

３月27日(火)開催予定の定時株主総会において、次の監査役の選任についての議案を提出いたします。 

  

  

        ひらい  けいじ 

監査役     平井 敬二     （㈱ダンロップスポーツエンタープライズ取締役） 

  

(注)同氏は２月28日(火)をもって現職を退任する予定であります。 

  

  

 (2) 退任   

  

           いけしま とよみつ 

社外監査役   池嶋 豊光 

  

  

  

２. 執行役員の就任（３月29日(木)付）  ※（ ）内は現職 

  

  

 ３月27日(火)開催予定の定時株主総会後の取締役会において、次の執行役員の選任についての議案を提出いた

します。 

  

たにがわ みつてる 

執行役員      谷川 光照     （住友ゴム工業㈱執行役員、 

日本グッドイヤー㈱代表取締役社長） 

  

  

６．役員の異動



３. 新監査役候補の略歴 

  

  
ひらい  けいじ 

平井 敬二 

  

1948年(昭和23年)４月５日生 （63歳） 

大阪府出身  

  

1971年(昭和46年)４月  住友ゴム工業㈱入社 

1996年(平成８年)７月  同ゴルフクラブ・用品開発部長 兼 ㈱ダンロップゴルフクラブ代表取締

役社長 

1997年(平成９年)７月  同スポーツ事業部副事業部長 

2003年(平成15年)７月  当社主幹 

2003年(平成15年)８月  播備高原開発㈱事務従事 

2004年(平成16年)７月  同代表取締役社長 

2005年(平成17年)１月  ㈱ダンロップスポーツエンタープライズ代表取締役社長 

2012年(平成24年)１月  同取締役（現任） 

  

  

  

４. 新執行役員候補の略歴 

  

  
たにがわ みつてる 

谷川 光照 

  

1956年(昭和31年)11月11日生 （55歳） 

熊本県出身  

  

1980年(昭和55年)４月  住友ゴム工業㈱入社 

2005年(平成17年)１月  住友橡膠(常熟)有限公司高級営業経理 

2008年(平成20年)１月  日本グッドイヤー㈱事務従事 

2008年(平成20年)３月  同代表取締役社長（現任） 

2011年(平成23年)３月  住友ゴム工業㈱執行役員（現任） 

  

  


	ヘッダー3: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー4: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー5: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー6: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー7: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー8: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー9: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー10: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー11: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー12: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー13: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー14: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー15: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー16: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー17: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー18: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー19: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー20: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー21: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー22: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー23: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー24: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー25: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー26: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー27: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー28: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー29: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー30: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー31: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー32: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	ヘッダー33: ＳＲＩスポーツ㈱（7825） 平成23年12月期　決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -


